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1. はじめに 

 
株式会社ジャパンエンジンコーポレーション（以下

当社）は国内唯一の舶用 2 サイクルディーゼル機関の

ライセンサーであり，約 100 年の歴史を持つ．当社UE
機関のラインナップは，ボア 33cm から 80cm までと，

幅広いニーズに対応している．更に，MGO（Marine Gas 
Oil）専焼コンセプトに当社独自技術である層状水噴射

技術を適用した UEC-LSJ 機関をラインナップに加え

るなど，更なる低燃費化へ向けた技術開発を行ってい

る（図 1 参照）．また，IoT を活用した機関の状態監視，

制御技術の開発や，当社独自開発の低圧 EGR システ

ム及び，低圧 SCR システムを市場投入済であり，低燃

費化技術と並行して環境規制対応技術等についても幅

広く対応している． 

 
図 1 UE 機関 低燃費化の変遷 

 
2. 高効率エンジンの開発 

 
UE 機関は機関単体での低燃費化を継続的に推進し

ている．特に最新シリーズの一つである UEC-LSH 機

関は世界でもトップクラスの低燃費機関であり，EEDI
フェーズ 3 達成へ貢献してきた．  
また，当社が開発したUEC-LSJ 機関は，MGO 専焼

コンセプト（SOx スクラバー不要，燃料供給系統の簡

略化，燃料の加熱不要）と当社独自の技術である層状

水噴射技術を組み合わせることでNOx，SOx 規制に適

合しつつ, 燃費を大幅に低減させた機関である．

UEC-LSJ 機関は排ガス後処理装置なしで IMO-NOx 
Tier2 レベルの NOx 排出率を維持し，従来機関に対し

約 5% の燃費低減を実現する． 
UEC-LSJ 機関に搭載されている層状水噴射システ

ムを図 2 に，注水ポンプ，燃料ポンプを図 3 に示す．

燃料噴射弁に設けた注水口から燃料噴射管内に注水す

ることで，燃料噴射管内に，燃料と水の層を形成する．

最終的に燃料ポンプにより燃料噴射管内の燃料を噴射

することで燃料と水がシリンダ内に層状噴射される．

この水を用いた層状噴射により，NOx 生成の重要なパ

ラメータである燃焼火炎の温度を効率的に低下させ，

NOx の排出を抑えつつ燃費低減を実現する． 

 
図 2 層状水噴射システム 

 

注水ポンプ

燃料ポンプ

 
図 3 注水ポンプ及び燃料ポンプ 
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尚，既存機関の噴射系を刷新し，燃料噴射モードの

最適化により，低負荷～常用負荷域での更なる低燃費

化 を 図 っ た 機 関 （ UEC42LSH-Eco-D4 機 関 ，

UEC50LSH-Eco-C4 機関等）を開発中である．これら

最新ラインナップは 2023 年に市場投入予定である． 
 

3. カーボンフリー燃料を使用したエンジン開発 
 
現在，国際海事機関（IMO）による GHG 削減戦略

に於いては，2050 年までに船舶からの GHG 排出量

50%削減（2008 年比），今世紀中のできる限り早いタ

イミングでの GHG 排出量ゼロが目標とされている． 
海運における 2050 年目標である GHG50%削減を更に

強化してゼロを目指すことも盛んに議論され始めてい

るなか，これを達成するためには，ゼロエミッション

船の早期普及が必要で，船舶の耐用年数を考慮すると

2030 年を待たない導入が開始される必要がある．  
一方で，最近のカーボンニュートラルへの意識の高

まりから，GHG 排出削減目標が前倒しされれば，ゼロ

エミッション船の導入は更に早まり，普及が加速する

ことも十分想定される．このような状況下で，当社は，

カーボンフリー燃料である，水素及びアンモニアを燃

料とする舶用 2 ストロークディーゼル機関の技術開発

を実施中であり，以下にその取り組み状況を紹介する． 
  

3.1 水素燃料エンジンの開発について 

 燃料としての水素の特性は，点火エネルギーが小さ

く燃焼速度が速いことである．従い，着火は容易で，

バイオ燃料や e-fuel を使用したパイロット着火方式や

火花点火方式を採用することにより，ゼロエミッショ

ン化を達成可能である．一方で，その着火性の高さと，

可燃範囲が広いことから，エンジンの燃焼制御や，安

全面への高度な対策が必要である． 
当社は，これら水素の特性を総合的に評価し，拡散

燃焼方式による舶用 2 ストローク水素燃料エンジンの

開発を実施する計画である．尚，水素拡散燃焼を用い

た機関本体の設計コンセプトは拡散燃焼方式の LNG
機関と類似している点もあり，当社は既に単筒試験機

により拡散燃焼方式の LNG 機関の開発を完了してお

り，周辺技術を応用することで速やかに開発すること

が可能である．ただし，特に水素脆化による燃焼室，

燃料噴射系機器の信頼性，及び運用時の安全性確保な

どを考慮した材料選定，装置設計を行い，十分な検証

を実施した上で市場投入を行う． 
また，水素燃料供給システムやタンク，4 ストロー

ク主機関・発電機関等を含む機関室全体のシステムイ

ンテグレーションを実現すべく，川崎重工業株式会社，

ヤンマーパワーテクノロジー株式会社との協業を行っ

ている．2021 年 8 月には，3 社共同出資によりHyEng
株式会社（以下HyEng）を設立した． HyEng は，図 4
に示す通り，共通の基礎技術分野での共同研究，共用

設備の設置などを推進し，コンソーシアムで，世界に

先駆けて，外航・内航大型船向けに水素燃料エンジン

投入を目指している． 

水素燃料エンジン開発のセンター会社的な役割

水素供給設備を含めた推進システムのインテグレーション

水素推進システムの国際的標準化やルール作りをリード

水素供給装置水素貯蔵装置

〇潤滑油・清水・始動空気系統
〇加熱・冷却装置
〇制御装置、安全装置
〇電源設備、建屋他

潤滑油
タンク

清水
タンク

始動空気
タンク

特殊装置（SCR等）
水水素素エエンンジジンンのの陸陸上上実実証証設設備備(3社社共共用用)
J-ENG本社工場（明石市）に設置予定

推進用 中速
4ｽﾄﾛｰｸｴﾝｼﾞﾝ

補機用 中高速
4ｽﾄﾛｰｸｴﾝｼﾞﾝ

推進用 低速
2ｽﾄﾛｰｸｴﾝｼﾞﾝ

 
図 4 水素燃料エンジンの同時並行開発事例 

 

3.2 アンモニア燃料エンジンの開発について 

燃料としてのアンモニアの特性は，点火エネルギー

が大きく，燃焼速度が遅いことである．従い，着火及

び，着火後も良好な燃焼状態を継続させることが難し

い．さらに，不完全な燃焼により，熱効率低下や未燃

アンモニア，N2O（亜酸化窒素）を生じる可能性があ

る．特にN2O の温暖化係数はCO2に対し 265 倍である

ことから，確実な燃焼によりN2O の生成を抑制させる

ことが重要であり，技術的難易度も高い．これらより，

難燃性燃料の混焼率の向上と併せて，効率的に燃焼さ

せることによる N2O 排出量のミニマイズが可能とな

る燃焼制御が重要となる． 
アンモニアは難燃性燃料であり，燃焼行程における

持続的な火炎の保持が機関の高効率化，N2O 生成の抑

制に基本的に重要である点は上記の通りである．当社

は UEC-LSJ 機関へ適用した層状水噴射技術を応用し

た，層状アンモニア噴射コンセプトを適用することで，

本技術課題に対応する．具体的には，UEC-LSJ 機関に

おける注水ポンプを応用し，アンモニアを燃料噴射管

に注入し，パイロット燃料とアンモニア燃料の層を形

成し，UEC-LSJ 機関同様に燃料ポンプによりパイロッ

ト燃料とアンモニアをシリンダ内に層状噴射する．こ

の時，パイロット燃料をバイオ燃料とすれば，ゼロエ

ミッション化を狙う事も可能となる． 
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図 5 層状アンモニア噴射コンセプト 

 
図 5 に示す様に，層状燃料の先端のパイロット燃料

がアンモニアを着火し効率的に燃焼させるとともに，

最後にも噴射されることで，間に挟まれたアンモニア

の燃え切りを促進し，未燃アンモニアとN2O の低減に

重要な役割を果たす．  
上記コンセプトの有効性を確認するために，大型（自

由噴霧長さ 350 mm）の定容燃焼試験装置を用い，軽

油とアンモニアの層状噴射による燃焼試験を実施した．

噴射率は，噴射初期のみ軽油割合が高い Pattern(X)と，

層状噴射システムの特性を活かして，噴射始めと噴射

終わり時期両方の軽油割合を高めた Pattern(Y)の二つ

の噴射パターンによる混焼試験を実施し，N2O などエ

ミッションと熱発生率を評価した．尚，本試験は海上

技術安全研究所殿のご協力のもとで実施した 1). 
 図 6 に軽油とアンモニアの混焼試験時の熱発生波形

を示す．アンモニア混焼率（熱量割合）は何れのパタ

ーンでも 50～60％，燃料噴射期間はおよそ 30 ms であ

る．噴射終わり時期の軽油割合が低くなっている

Pattern(X)では噴射初期にパイロット燃料（軽油）が燃

焼することによる高い熱発生率と，そのあとでアンモ

ニアの比較的緩慢な燃焼による熱発生率が継続してい

ることが確認できる．層状噴射の特性を活かして噴射

終わり時期の軽油割合を高めた Pattern(Y)では，

Pattern(X)同様に噴射初期にパイロット燃料が燃焼す

ることによる高い熱発生率と，そのあとでアンモニア

の比較的緩慢な燃焼による熱発生率が継続しているが，

燃焼終了時に再度熱発生率が高くなり，軽油による燃

焼促進が行われていることが確認できる．  
図 7 は，Pattern(X) と Pattern(Y)それぞれの燃焼によ

るエミッション発生量を，噴射された燃料（アンモニ

ア＋軽油）の発熱量当たりの値として示す．本図より，

Pattern(X) に比べて Pattern(Y)による燃焼では，NOx 等

のエミッションを同等レベルとしつつ，N2O の生成を

大幅に低減でき，さらに未燃アンモニアも低減できて

いることが分かる．これらは，層状アンモニア噴射コ

ンセプトが難燃性燃料であるアンモニアを効率よく燃

焼させることが可能であるとともに，合理的に GHG
削減効果が得られることを示している．  
 

 
図 6 定容燃焼装置による熱発生波形 

 

 

図 7 定容燃焼装置によるエミッション 
 

4. まとめ 

 

当社は，カーボンニュートラル達成に向けた取り組

みとして，水素，アンモニアなどのゼロカーボン燃料

を使用する舶用 2 ストロークエンジンの開発を推進し

ていく．当社がこれまで低燃費エンジンをラインナッ

プ化し，市場投入していく中で培った独自技術，例え

ば層状噴射技術などを応用し，高いレベルの技術開発

で GHG 削減に貢献し，船舶分野における脱炭素化に

よる持続可能な社会の実現を目指す． 
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